
平成２１年度

財 務 書 類 ４ 表

（平成２２年３月３１日現在）

平成 ２３ 年 ３ 月

行　方　市



－－－－－－－－－－ 1

－－－－－－－－－－ 2

－－－－－－－－－－ 3

－－－－－－－－－－ 5

－－－－－－－－－－ 7

平成２１年度　連結会計概要

目　　　　　　次

平成２１年度　普通会計概要

行方市の財務書類の公表について

平成２１年度　解説

行方市　普通会計の財務書類４表(総務省方式改訂モデル)

平成２１年度 簡潔な要約版

行方市　連結会計の財務書類４表(総務省方式改訂モデル)

平成２１年度 簡潔な要約版



平成２１年度 普通会計概要

　現在の地方公共団体の公会計制度は、その年度にどのような収入があり、それをどのように使ったかといった
現金の動きが分かりやすい反面、市が整備してきた資産（道路、学校など）やそれに伴う借入金などの情報や、
市民サービスのために要した費用などの情報が不足している弱点があります。
　企業会計的な手法をとり入れ、それらの弱点を補うのが国が推奨する「新地方公会計制度」です。

新地方公会計制度（公会計改革）の概要

　全ての地方公共団体は、総務省が示した２つの公会計モデル（基準モデル
又は総務省方式改訂モデル）のうち、いずれかを選択し、市の一般会計だけ
でなく、特別会計や関連団体まで含めた連結会計の財務４表を整備するこ
と。
【財務４表】
　貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書

【資金収支計算書】

 　市の現金預金がどのように増減してい
るかを性質別に区分して整理したものが、
資金収支計算書です。

期首資金残高                　　　  ６億円

当期収支
（内訳）
 １．経常的(収支）

 ２．公共投資整備（収支）

 ３．投資・財務（収支）

期末資金残高　　                     ７億円

【貸借対照表】
　貸借対照表とは、市の施設、市の所有する現金や債権、資産形成の
ために投資された資金などが、どのくらいあるかを示したもので、資産、
負債、純資産の３つの要素で構成されています。表の左右の合計額が
等しくなることからバランスシートとも呼ばれています。

資　　産　　　　　　　　　 ６７６億円
　市が所有している財産の内容と
金額です。
（内訳）
１．道路、学校、庁舎など
　
２．基金、出資金など

 
３．現金預金
４．財政調整基金など
　

負　　債　　　　　　　　 ２２４億円
　借入金（地方債）や将来の職員
の退職金など、将来世代の負担で
返済していく債務です。

純資産　　　　　　　　　４５２億円
　支払いが済んでいる正味の資産
です。

【純資産変動計算書】

　市の純資産（正味の資産）が、どのように
増減したかを示します。

期首純資産残高　　　　　　　４４２億円

当期変動高
（内訳）
１．純経常行政コスト
２．地方税、地方交付税
３．補助金、その他

期末純資産残高　                ４５１億円

【行政コスト計算書】

　市の行政活動は、福祉や教育などの
人サービスや給付サービスの提供など、
資産形成につながらない行政サービス
が大きな比重を占めています。
　そのためのコストがいくらかかっている
かを整理したもが、行政コスト計算書で
す。平成２１年度の市の１年間のコスト
総額は、１３１億円で、１人当たり平均で
は３３万円です。

純経常行政コスト     （Ａ）－(B)　  　　　　　　　　　　　　　　１２８億円
　経常費用から経常収益を差し引いた行政コストです。

経常費用　　　　　　　　　　（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　 １３１億円
（内訳）１．職員給、退職手当など
　　　　　２．物品、電気、水道、修繕、減価償却など
　　　　　３．社会保障、補助金など
　　　　　４．その他
　

経常収益　　　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３億円
　行政サービスの利用で市民が直接負担する施設使用料や手数料などす。
※　地方税は純資産変動計算書の２．地方税に計上していす。

①　市民１人当たりの資産は、　　　　　　　　　　　　　１７４万 円　　　　②　市民１人当たりの負債　　　　　　　　　　５８万円

③　市民１人当たりの行政コスト　    　　　　　　　　　 　３３万円

（住民基本台帳人口　３８，７６７人　（H22.3.31現在）

621億円

  33億円
    7億円
  15億円

  １億円

 ４１億円
△14億円
△26億円

　　　　９億円

△ １２８億円
　　１０９億円
　　　２８億円

３２億円
４７億円
４７億円
　５億円
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平成２１年度　連結会計概要

　市では普通会計で行っている事業のほかにも、水道、下水道事業や国民健康保険事業など、市民の皆様と密接
な事業を行っています。また、こうした市自らが行う事業とは別に、広域消防や公益法人などを通じた事業もありま
す。
　下の図のように、市の財政は普通会計のみで成り立っているのではないため、真の行方市の姿を把握し、分析す
るには、普通会計に加え、広域消防や関係法人等までを対象とした連結財務書類が必要になります。なお、連結に
際しては、各会計間・法人間での取引などは連結会計の内部取引として相殺消去しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　連結会計
連結会計の範囲

①　普通会計　　　　　　・一般会計

　　　　　②　単体会計
・国民健康保険特別会計　　　　　　　・老人保健特別会
計
・介護保健特別会計（保険事業、介護サービス事業）
・後期高齢者医療特別会計
・農業集落排水特別会計　　　　　　　・特定環境保全特
別会計
・流域関連公共下水道特別会計　　 ・水道会計

・鹿行広域事務組合
（一般会計、老人ホーム、
消防、火葬場、介護審査会）
・茨城県市町村事務組合
・茨城租税債権機構
・茨城県後期高齢者医療連合
・行方市土地開発公社
・行方市開発公社
・行方市社会福祉協議会

【連結貸借対照表】
　連結対象の各会計・組合・法人を１つの行政サービス実施主体とみなし、行方
市全体の資産や負債のストック情報を網羅した財務書類が連結貸借対照表で
す

資　　産　　　　　　　　　    ９５０億円
　連結ベースの市が所有している
財産の内容と金額です。（内訳）
１．道路、学校、庁舎など
 
２．基金、出資金など
 
３．現金預金
 
４．財政調整基金など
 
　

負　　債　　　　　　　３４４億円
　連結することにより、水道や下
水道の借入金が加算されていま
す。

純資産　　　　　　　６０６億円
　支払いが済んでいる正味の資
産です。

【連結資金収支計算書】

 連結して市の現金の収支がどのように
増減しているかを表したのが連結資金
収支計算書です。

期首資金残高              　　　  ２０億円

当期収支
（内訳）
 １．経常的

 ２．公共投資整備

 ３．投資・財務

期末資金残高               　　    ２０億円

【連結純資産変動計算書】

　連結して市の純資産の増減を表したの
が、。連結純資産変動計算書です。

期首純資産残高              　　　５９６億

当期変動高
（内訳）
１．純経常行政コスト
２．地方税、地方交付税
３．補助金、その他

期末純資産残高              　　　６０６億

【連結行政コスト計算書】

　行政コスト計算書の考え方を連結対象の各会計・組合などに
適用し、１つの行政サービス実施主体とみなして作成したもの
が、連結行政コスト計算書です。
　国民健康保険や介護保険など、市が行う福祉事業は、特別
会計で行うものが多いため、社会保障費の割合が高くなって
います。また、経常収益は、分担金や保険料が大きくなってい
ます。

純経常行政コスト               （Ａ）－(B)　　　　      １７５億円
　経常費用から経常収益を差し引いた行政コストです。

経常費用　　          （Ａ）　　　　　　　　　　　　　　 ２４８億円
（内訳）
１．職員給、退職手当など
２．物品、電気、水道、修繕、減価償却など
３．社会保障、補助金な
４．その他
　

経常収益           （Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　      ７３億円
　行政サービスの利用で市民が直接負担する施設使用料や
手数料などです。
※　地方税は純資産変動計算書の　２．地方税に計上してい
ます。

①　市民１人当たりの資産は、　　　　　　　　　　　　　２４５万 円　　　　②　市民１人当たりの負債　　　　　　　　　　８９万円

③　市民１人当たりの行政コスト　    　　　　　　　　　 　４５万円

    負債の額が大きくなっているのは、水道や下水道での整備に借り入ているためです。

　  ０億円

　 ４６億円
△１４億円
△３２億円

　 　　１０億円

△１７５億円
　　１０９億円
　　　７６億円

　４８億円
　６１億円
１２４億円
   １５億円

８６３億円

　４８億円

　２０億円

　１９億円
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平成２１年度　簡潔な要約版

【貸借対照表】 Ｈ22.3.31現在 (単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

１．公共資産 １．固定負債

(１)インフラ資産 (1)地方債

(２)教育資産 (2)退職手当引当金

(３)環境衛生資産

(４)産業振興資産 ２．流動負債

(５)その他事業資産 (1)翌年度償還予定地方債

(６)売却可能資産 (2)賞与引当金

２．投資等

(1)投資及び出資金 負債合計

(2)基金等 （純資産の部）

(3)その他 １．公共資産等整備国県補助金等

３．流動資産 ２．公共資産等整備一般財源等

(1)資金 ３．その他一般財源等

(2)財調、減債基金

(3)未収金等 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【純資産変動計算書】 ＊市民一人当たりの貸借対照表

Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31 （単位：千円） (   )内は、昨年度の金額です。

１．期首純資産残高

２．資産の減

(1)純経常行政コスト

３．資産の増

(1)地方税

(2)地方交付税

(3)補助金

(4)その他

４．資産の増減

(1)臨時損益等

５．期末純資産残高 参考：住民基本台帳人口　38,767人

Ｈ22.3.31現在

純資産増加額（期末－期首）

△ 9,802

△ 9,802

45,144,753

926,555

44,218,198

資産

①１７４万円
　行方市の

　普通会計額

（１７２万円）

負債
①５８万円

（５９万円）

△ 12,757,592

13,693,949

3,743,571

5,676,336

純資産
①１１６万円

（１０１万円）

2,806,098

1,467,944

1,422,962

101,875 45,144,753

67,565,842 67,565,842

2,181,978 43,751,448

657,141 △ 9,357,736

700,182 22,421,089

2,363,629

200,140 10,751,041

315,400 179,368

3,263,951

7,146,982 1,840,791

5,501,837 1,661,423

18,204,851 4,782,849

5,446,274

62,119,913 20,580,298

25,504,569 15,797,449

①行方市　普通会計の財務書類４表(総務省方式改訂モデル)

－3－



【資金収支計算書】 【行政コスト計算書】

Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31 （単位：千円） Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31 （単位：千円）

１．経常的収支 経常費用

２．公共資産整備収支 １．人にかかるコスト

３．投資・財務的収支 (1)人件費

４．当期収支 (2)退職手当引当金繰入等

５．期首資金残高

６．期末資金残高 (3)賞与引当金繰入

参考：基礎的財政収支（プライマリーバランス） ２．物にかかるコスト

ａ収入総額 (１)物件費

ｂ支出総額 (２)維持補修費等

ｃ地方債発行額 (３)減価償却費

ｄ地方債元利償還額 ３．移転支出的なコスト

ｅ減債基金増減

基礎的財政収支（a-b-c+d+e） (1)社会保障給付

(2)補助金等

＊市民一人当たりの純経常行政コスト (3)他会計等への支出

(4)その他

４．その他のコスト

(1)支払利息

(2)回収不能見込

１．経常収益

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

1,480,399

1,621,750

130,919

①３２万９千円
　行方市の普通会計額

（３３万円）

295,265

314,172

△ 18,907

316,941

120,836 4,853,059

972,596 1,619,991

1,342,500 2,573,029

2,128,812

4,714,915

15,403,180 1,993,798

15,337,732 148,088

65,448

591,693 246,675

657,141 179,368

13,074,533

△ 1,415,548 3,211,294

△ 2,647,427 2,785,251

4,128,423

(1)使用料・手数料

12,757,592

181,257

135,684(2)分担金・負担金等

－4－



平成２１年度　簡潔な要約版

【連結貸借対照表】 Ｈ22.3.31現在 (単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

１．公共資産 １．固定負債

(１)インフラ資産 (1)地方債

(２)教育資産 (2)退職手当引当金

(３)環境衛生資産 (3)その他

(４)産業振興資産 ２．流動負債

(５)その他事業資産 (1)翌年度償還予定地方債

(６)売却可能資産 (2)賞与引当金

２．投資等 (3)未払金等

(1)投資及び出資金 負債合計

(2)基金等 （純資産の部）

(3)その他 １．公共資産等整備国県補助金等

３．流動資産 ２．公共資産等整備一般財源等

(1)資金 ３．その他一般財源等

(2)財調、減債基金

(3)未収金等 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

【連結純資産変動計算書】 ＊市民一人当たりの貸借対照表

Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31 （単位：千円）

１．期首純資産残高

２．資産の減

(1)純経常行政コスト

３．資産の増

(1)地方税

(2)地方交付税

(3)補助金

(4)その他

４．資産の増減

(1)臨時損益等

５．期末純資産残高 参考：住民基本台帳人口　38,767人

Ｈ22.3.31現在

純資産増加額（期末－期首）

86,263,169 31,922,767

38,626,869 26,374,103

18,204,851 5,548,664

16,027,727

7,157,278 2,504,708

5,931,044 2,192,510

315,400 215,190

4,833,799 97,008

700,182 34,427,475

3,005,271

1,128,346 22,618,108

3,910,748 46,588,784

2,025,203 △ 8,626,651

1,489,240

396,305 60,580,241

95,007,716 95,007,716

59,641,532

資産
①１７４万円
　行方市の
　普通会計額
②２４５万円
　行方市の
　連結額

負債
①５８万円
②８９万円

△ 17,462,279

18,361,103

3,743,571

5,676,336

純資産
①１１６万円
②１５６万円

7,458,175

1,483,021

39,885

39,885

60,580,241

938,709

②行方市　連結会計の財務書類４表(総務省方式改訂モデル)
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【連結資金収支計算書】 【連結行政コスト計算書】

Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31 （単位：千円） Ｈ21.4.1～Ｈ22.3.31 （単位：千円）

１．経常的収支 経常費用

２．公共資産整備収支 １．人にかかるコスト

３．投資・財務的収支 (1)人件費

４．当期収支 (2)退職手当引当金繰入等

５．期首資金残高

６．期末資金残高 (3)賞与引当金繰入

２．物にかかるコスト

ａ収入総額 (１)物件費

ｂ支出総額 (２)維持補修費等

ｃ地方債発行額 (３)減価償却費

ｄ地方債元利償還額 ３．移転支出的なコスト

ｅ減債基金増減

基礎的財政収支（a-b-c+d+e） (1)社会保障給付

(2)補助金等

＊市民一人当たりの経常行政コスト (3)他会計等への支出

(4)その他

４．その他のコスト

(1)支払利息

(2)回収不能見込

(3)その他

１．経常収益

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

4,574,972

△ 1,391,721 4,769,972

△ 3,169,612 3,741,832

参考：基礎的財政収支（プライマリーバランス）

13,639

2,011,203 812,949

2,024,842 215,191

31,358,456 2,580,608

31,344,817 276,091

2,325,000 3,237,452

3,494,031

120,836 13,059,525

1,303,506 10,632,071

①３２万９千円
　行方市の普通会計額
②４５万円
　行方市の連結額

891,874

596,621

36,492

258,761

7,353,243

17,462,279

191,772

4,039,088

2,042,865

1,030,791

1,781,848

475,505

170,101

(1)使用料・手数料

(2)分担金・負担金等

48,727

6,094,151

24,815,522

(3)保険料

(4)事業収益

(5)その他
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行方市総務部財政課

〔資産の部〕 〔負債の部〕

地方債　　　　　　１００万円

〔純資産の部〕

その他一般財源　△１００万円

　平成２１年度末現在における本市の“資産”の総額は、６７５億７千万円となっており、市民一人当た
りの資産は１７４万円となっております。一方で、この資産を形成するための”負債”は、市債など２２
４億２千万円(一人当たり５８万円)を抱えています。

　“負債”とは、将来の世代に負担してもらう金額であり、逆に、これまでの世代が既に負担してきた金
額は“純資産”として示しています。公共資産に対する“純資産”の割合は約70％(純資産４５１．４億円

／資産６７５．７億円）＝これまでの世代が支払いを済ませた額が多いことになり、将来世代（約30％）
への負担が少ない行政運営を行ってきたことを表しています。

　また、純資産の中の「３．その他一般財源等」の額がマイナスになっておりますが、地方公共団体の場
合は、通常マイナスになります。これは、将来自由に財源として使用できる純資産がマイナスになってい
ること、すなわち、すでに将来の財源の一部が拘束されていることを表します。

　このような状況が発生するのは、資産形成を伴わない負債が存在し、将来の税収や地方交付税等の一般
財源により賄わなければならないため、その他の一般財源等のマイナスとして表示されます。

（例）臨時財政対策債１００万円を借入し、経常費用に使用した場合

○    貸借対照表（ＢＳ：Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ）
　本市が市民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産を形成してきた財源
（負債、純資産）を、左右で対照表示したものです。

　「資産」には、市有施設（庁舎・学校・幼稚園・公民館等）や土地などの固定資産や基金、現金・預
金などを計上し、「負債」には、将来償還・負担するべきものとして、主に地方債などを計上、「純資
産」は、「資産－負債」として、国県補助金や一般財源を計上しています。

《普通会計分》

行方市の財務書類の公表について

　このたび、当市の平成２１年度末における市の全会計（普通会計+公営事業会計）と一部事務組合や市
出資法人までを連結した財務書類を作成しましたので、公表いたします。

　本表は、平成１８年８月３１日付け総務省通知による「地方公共団体における行政改革の更なる推進の
ための指針」において示された方針に従い、平成１９年１０月１７日に総務省が公表した「新地方公会計
制度実務研究会報告書」における「総務省方式改訂モデルに基づく財務書類作成要領」に則ったもので
す。

■    財務諸表の説明と平成２１年度末での状況

平成２１年度　解説

１００万円

《連結分》

　連結で見ると、“資産”の総額は、９５０億１千万円、市民一人当たりの資産は、２４５万円となって
おり、一方で、この資産を形成するための”負債”は、市債や企業債など、３４４億３千万円、一人当た
り８９万円となっております。

　なお、地方債残高２８５億６千万円(　１．固定負債(1)地方債及び２．流動負債(1)翌年度償還予定地方

債　)のうち、約１５６億円については、償還時に地方交付税として交付されます。
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○    行政コスト計算書（ＰＬ：Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ）
　一年間（４月１日～３月３１日）の経常的な行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービスに
係るコスト（人件費等の人にかかるコスト・物件費等のものにかかるコスト）と、対価として得られた
財源を対比したものです。

《普通会計分》

　平成２１年度に本市が提供した資産形成に結びつかないサービスは１３０億７千万円。一方、サービス
対して市民等から納められた利用料金等の収入が３億１千万円。差引き１２７億６千万円の純経常行政コ
ストは、地方税や地方交付税などの一般財源でまかなっています。

　また、コスト別に見ていくと、人にかかるコスト（給料、退職金など）（32.1億）物にかかるコスト(需
用費、委託料など）（47.1億）移転支出的なコスト（社会保障、補助金など）（48.5億）その他のコスト
（支払利息など）（3.0億）の支出になっています。

《連結分》

　連結で見た場合、普通会計との比較として、移転支出的なコストが大きく増えています。それは、国民
健康保険事業や老人保健医療事業、介護福祉事業などにより社会保障給付の金額が増えていることによる
ものです。

また、経常収益として、普通会計にはなかった保険料や事業収益等の収益が計上されています。

○    純資産変動計算書（ＮＷＭ：Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ Ｍａｔｒｉｘ）
　貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値（資産から負債を引いた残余）が、一年間でどのよ
うに変動したかを表している計算書です。

《普通会計分》

　平成２１年度の本市では、行政コスト計算書でもあったように１２７億６千万円の純経常行政コストが
あり、地方税など一般財源９９億５千万円と補助金２８億１千万円を財源としています。平成２１年度は
地方交付税（ 56.8億）が前年度（53.6億）より増加したのですが、本来は縮減傾向にあることから経常行
政コストの抑制を謀りながらの財政運営が必要です。純資産の増加額９億２千万円は資産が３億円増加
し、負債が６億２千万円減少したことによります。（期末451.4億-期首442.2億）

○    資金収支計算書（ＣＦ：Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ）
　歳計現金の出入り情報を３つの区分（経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支）に分けて
表示した財務書類です。本市がどのような活動に資金を必要とし、どのような財源を充当したかが分か
ります。

　まず、「経常的収支の部」には、人件費や物件費の支出と税収や手数料などの収入を計上しており、
日常の行政活動による資金収支を表示しています。

臨時損益等の主なものとしては、土地などの財産売払収入２百万円を計上しています。

《連結分》

　連結で見た場合も、傾向は普通会計と同様ですが、財源の中で補助金の占める割合が高くなっていま
す。主なものとしては、水道事業や下水道事業等の施設整備に充てた国・県の補助金等があります。

　平成２１年度の本市では、公共資産整備収支として１４億１千万円の支出超過、投資・財務的収支とし
て２６億５千万円の支出超過、それを経常的収支の収入超過分４１億３千万円 から補っていることが分か
ります。年度末に於ける現金預金は６億６千万円で、前年度に比べ７千万円増えたことになります。

《連結分》
　連結で見た場合も、傾向は普通会計と同様です。公共資産整備収支の部及び投資・財務的収支の部の支

　次に、「公共資産整備収支の部」には、いわゆる公共事業に伴う支出とその財源の状況を表していま
す。

　最後に、「投資・財務的収支の部」には、出資・貸付金や借金の返済などの支出とその財源である補
助金や貸付金元金の返済金を計上しており、財務活動による資金の出入りの状況を表しています。

《普通会計分》
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③     作成基準日

④ 公共資産

⑤ 売却可能資

１．公共資産

(2)教育資産

２．投資等

(1)投資及び出資

(2)基金等

(3)未収金等

(4)産業振興資産

(6)売却可能資産

：公共施設整備基金、合併振興基金、なめがた振興基金、行方市ふるさと応援寄附金基金等

：財政調整基金、減債基金、

：出納閉鎖期日までに納入されなかった税、保険料、使用料、手数料等

３．流動資産

(1)資金

(2)財調、減債基金

：農村環境改善センター、帆引き船、道の駅、観光物産館（こいこい）等

：庁舎、消防自動車、防災無線、情報システム、公用車等

：遊休資産や未利用資産など売却が可能な資産

：株券（鹿嶋アントラーズ等）、出資金・出えん金（水道事業会計出資金、土地開発公社出資金等）

(5)その他事業資産

(1)インフラ資産

：道路、河川等の社会基盤となる資産

：小・中学校、幼稚園、公民館、図書館、体育館等

：保健センター、美化センター、衛生センター等

(3)環境衛生資産

○    財務書類の科目の説明（主なもの）
【貸借対照表】

出納整理期間（～平成22年5月31日）の出納は、基準日までに終了したものとして取り扱いました。

：総務省により電算処理された昭和44年度以降の地方財政状況調査（決算統計）の数値をもとに作成
し、定額法で減価償却を行いました。

：普通会計で所有する普通財産のうち売却可能な土地を計上し、売却可能価額は、近傍の固定資産税の
評価額（Ｈ22.１.1日現在）を用いて算定しました。

出超過を、経常的収支の部の収入超過分で補った結果、当期収支としては１４百万円となりました。

○    作成する目的
①財政状況の情報公開（説明責任）

・民間手法による分かりやすい財務書類の整備・公表

・連結での財務状況公表（地方公営企業・公社・三セク）

：総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成19年10月17日）のうち、「総務省方
式改訂モデル」に基づき作成しました。

 ：普通会計（一般会計）、全会計（普通会計、その他の会計）、一部事務組合、市出資法人

：平成２１年度末（平成22年3月31日現在）。

②公有財産等の適格な管理と活用

・財産の把握、台帳管理、未利用財産の売却など

○    作成する基準
①     作成の基準

②     対象とする会計

　　：現金預金、資金収支計算書の期末資金残高と一致する
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（純資産の部）

純資産合計

　　　(2)補助金等

純経常行政コスト

１．経常的収支

①　普通会計

３．(1)社会保障給付

：行政コスト計算書により算定される数値、行政コスト計算書と一致する

：前年度末の純資産の額

：特別職を含む全職員が仮に年度末に退職した場合の退職手当見込額

２．(1)物件費

【純資産変動計算書】

２．(1)純経常行政コスト

：委託料、消耗品費、使用料、賃金、備品購入費等

：児童手当、児童扶養手当、生活保護費、医療費の助成等

：各種団体等への補助金や負担金など

基礎的財政収支(プライマリーバランス）

  ：地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いを除いた歳出を比較して、歳出の方が多ければ赤
字となり、将来の借金負担が増大する。黒字になれば、新たな借金は過去の借金返済に充てられるため、財政が
健全であることを示す。

：地方債の元利償還、発行額などの収支

２．公共資産整備収支

３．投資・財務的収支

１．固定負債

【連結会計の範囲】

(2)退職手当引当金

　：昭和４４年度からの補助金

１．公共資産等整備国県補助金等

：経常的な行政活動の収支で、２．３．の収支に含まれないもの

【行政コスト計算書】

１．(2)退職手当引当金繰入等

：将来の退職手当のうち当期に引当金として新たに繰り入れた分

    (3)減価償却費

：公共資産（土地や売却可能資産を除く）に対する減価償却費、資産の種類により１０年～６０年で定額法で計算

３．(3)補助金

：資産形成のための財源として受け入れた国、県支出金

　：純資産変動計算書の期末純資産残高と一致する

：経常費用－経常収益、純資産変動計算書と一致する

２．公共資産等整備一般財源等

　：昭和４４年度からの一般財源

３．その他一般財源等

　：将来負担する一般財源等

１．期首純資産残高

５．期末純資産残高

６．期末資金残高

：貸借対照表の現金預金残高と一致する

【資金収支計算書】

：公共資産の整備にかかる収支

：今年度末の純資産の額、貸借対照表の純資産合計と一致する
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　　　　一般会計
②　単体会計

③　連結会計

国民健康保険特別会計
老人保健保険特別会計
介護保険特別会計
（保険事業、介護サービス事業）

茨城県市町村事務組合

後期高齢者医療特別会計
農業集落排水特別会計
特定環境保全特別会計
流域関連公共下水道特別会計

行方市社会福祉協議会

茨城租税債権機構
茨城県後期高齢者医療連合
行方市土地開発公社
行方市開発公社

水道事業会計

鹿行広域事務組合
（消防、火葬場、介護審査会、一般会計）

－11－


